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(57)【要約】
【課題】低温定着性、耐高温オフセット性に優れ、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿
下でのカブリの発生が抑制されるトナーに関すること。
【解決手段】結着樹脂、着色剤、離型剤、及び荷電制御剤を含有してなるトナーであって
、前記結着樹脂が、軟化点の異なる樹脂Ｈと樹脂Ｌを含有し、該樹脂Ｈが、軟化点が140
℃以上170℃以下である非線状ポリエステルであり、
該樹脂Ｌが、軟化点が85℃以上95℃以下、ピークトップ分子量が6000以上8000以下である
線状ポリエステルであり、該樹脂Ｈと樹脂Ｌの質量比（樹脂Ｈ／樹脂Ｌ）が50/50～80/20
であり、前記離型剤が、炭素数26以上28以下のα-オレフィンを95モル％以上含有するモ
ノマーを重合して得られるα-オレフィン系重合体を含有し、該α-オレフィン系重合体の
含有量が、結着樹脂100質量部に対して0.5質量部以上10質量部以下である、トナー。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂、着色剤、離型剤、及び荷電制御剤を含有してなるトナーであって、
前記結着樹脂が、軟化点の異なる樹脂Ｈと樹脂Ｌを含有し、
該樹脂Ｈが、軟化点が140℃以上170℃以下である非線状ポリエステルであり、
該樹脂Ｌが、軟化点が85℃以上95℃以下、ピークトップ分子量が6000以上8000以下である
線状ポリエステルであり、
該樹脂Ｈと樹脂Ｌの質量比（樹脂Ｈ／樹脂Ｌ）が50/50～80/20であり、
前記離型剤が、炭素数26以上28以下のα-オレフィンを95モル％以上含有するモノマーを
重合して得られるα-オレフィン系重合体を含有し、
該α-オレフィン系重合体の含有量が、結着樹脂100質量部に対して0.5質量部以上10質量
部以下である、トナー。
【請求項２】
　樹脂Ｈの軟化点が、145℃以上160℃以下である、請求項１記載のトナー。
【請求項３】
　樹脂Ｌのピークトップ分子量が、6500以上7800以下である、請求項１又は２記載のトナ
ー。
【請求項４】
　α－オレフィン系重合体の融点が、60℃以上90℃以下である、請求項１～３いずれか記
載のトナー。
【請求項５】
　溶融混練法による粉砕トナーである、請求項１～４いずれか記載のトナー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電荷像現像法、静電記録法、静電印刷法等において形成される潜像の現像
に用いられるトナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真装置の小型化、高速化、高画質化の促進とともに、省資源、省エネルギ
ーへの対応が強く求められている。
【０００３】
　この要求に応えるために、例えば特許文献１には、少なくとも結着樹脂及び離型剤を溶
融混練する工程を含むトナーの製造方法であり、離型剤が特定の炭素数のα－オレフィン
を特定量含有するモノマーを重合して得られるα－オレフィン系重合体を含有し、溶融混
練をオープンロール型混練機により行うトナーの製造方法が開示され、トナーカートリッ
ジ内に残存するトナー量を低減することができるトナーが得られることが示されている。
【０００４】
　特許文献２には、結着樹脂、着色剤及びα-オレフィンを少なくとも含有するトナーで
あって、該α-オレフィンは、（１）示差走査熱量計（DSC）における最大吸熱ピークのピ
ーク温度が55～99℃の範囲にあり、（２）平均炭素数が20～50の範囲にあり、（３）25℃
における針入度が1～50の範囲であることを特徴とするトナーが、ワックスをトナー中に
均一に分散し、保存安定性が良好で、低温定着性に優れ、高精彩性を満足した画像を安定
的に形成できると開示されている。
【０００５】
　また、特許文献３には、少なくとも結着樹脂、着色剤、離型剤、帯電制御剤を主成分と
する母体着色粒子と、外添加剤からなるカラートナーにおいて、離型剤として、特定の物
性値を有する、Ｒ’ＣＨ＝ＣＨ2（式中、Ｒ’は炭素原子数1～28のアルキルである）で表
わされる1-オレフィンから誘導される単位からなる1-オレフィンポリマーワックスを用い
ることを特徴とする電子写真用カラートナーが、長期の撹拌においても、良好で安定した
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現像性を有し、かつ、定着装置に定着オイルを塗布することなく良好な定着性、光沢性、
透明性、離型性を有すると開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－９２６２６号公報
【特許文献２】特開２００６－１５４６２４号公報
【特許文献３】特開２０００－３５２８３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、依然として、高速化、小型化に伴い、機械的又は熱的なストレスをより
多く受けると、耐久性の低下に関わる課題が発生しており、省エネルギーの要求にこたえ
る低温定着性の向上と、高速化、小型化の要求にこたえる耐久性の向上の両立は不十分で
ある。
【０００８】
　本発明は、低温定着性、耐高温オフセット性に優れ、低温低湿下でのスジの発生や高温
高湿下でのカブリの発生が抑制されるトナーに関する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、
結着樹脂、着色剤、離型剤、及び荷電制御剤を含有してなるトナーであって、
前記結着樹脂が、軟化点の異なる樹脂Ｈと樹脂Ｌを含有し、
該樹脂Ｈが、軟化点が140℃以上170℃以下である非線状ポリエステルであり、
該樹脂Ｌが、軟化点が85℃以上95℃以下、ピークトップ分子量が6000以上8000以下である
線状ポリエステルであり、
該樹脂Ｈと樹脂Ｌの質量比（樹脂Ｈ／樹脂Ｌ）が50/50～80/20であり、
前記離型剤が、炭素数26以上28以下のα-オレフィンを95モル％以上含有するモノマーを
重合して得られるα-オレフィン系重合体を含有し、
該α-オレフィン系重合体の含有量が、結着樹脂100質量部に対して0.5質量部以上10質量
部以下である、トナー
に関する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明のトナーは、低温定着性、耐高温オフセット性に優れ、低温低湿下でのスジの発
生や高温高湿下でのカブリの発生が抑制されるという優れた効果を奏するものである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明のトナーは、結着樹脂として、軟化点が140℃以上170℃以下である非線状ポリエ
ステルである樹脂Ｈと、軟化点が85℃以上95℃以下、ピークトップ分子量が6000以上8000
以下である線状ポリエステルである樹脂Ｌを、50/50～80/20の質量比（樹脂Ｈ／樹脂Ｌ）
で含有し、さらに離型剤として、炭素数26以上28以下のα-オレフィンを95モル％以上含
有するモノマーを重合して得られるα-オレフィン系重合体を結着樹脂100質量部に対して
0.5質量部以上10質量部以下含有するものであり、低温定着性、耐高温オフセット性に優
れ、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生が抑制される。
【００１２】
　このような効果を奏する理由は定かではないが、以下のように考えられる。
　高軟化点の樹脂は、耐高温オフセット性を向上させ、溶融混練時に適度なシェアがかか
り離型剤の分散性を向上させることができるが、低温定着性に不利になる。一方、低軟化
点の樹脂は低温定着性が向上するものの、混練粘度の低下を招き高軟化点樹脂及び離型剤
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との混合性が低下する。これに対し、本発明においては、離型剤として特定炭素数のα-
オレフィンを重合して得られるα－オレフィン系重合体を含有する。α－オレフィン系重
合体は、極性基を持たず側鎖の結晶性が高いため、他の離型剤と比べて低融点ながら高硬
度であるが、結着樹脂中では分散させにくい。しかしながら、この側鎖が特定の炭素数で
揃った櫛型構造を取るために、特定の分子量範囲にある線状の低軟化点樹脂とはむしろ混
合性が向上する。そして、高軟化点樹脂が混合性の向上した低軟化点樹脂とα－オレフィ
ン系重合体の混合物を捕捉し混合するため、さらに3成分間の混合性が向上することにな
る。その結果、低軟化点樹脂や離型剤のトナー表面への露出が抑制され、トナーの耐久性
が向上し、それにより、低温低湿下での印刷時においても現像ローラー上のスジの発生が
抑制されるものと考えられる。
【００１３】
　また、α－オレフィン系重合体が、炭素数26以上28以下のα-オレフィンを95モル％以
上含有するモノマーを重合して得られる極めて側鎖長の揃った構造であることから、溶融
混練時にシェアが樹脂間に均等にかかるよう作用して粘度を均等に保ち、離型剤とともに
着色剤や荷電制御剤がトナー中へ均一に分散する。その結果、トナー粒子間の帯電特性の
ばらつきが低減されることで、トナー粒子の帯電量が向上するとともに、高温高湿下とい
う過酷な条件においてもカブリの抑制に優れるトナーとなるものと考えられる。
【００１４】
　本発明のトナーは、結着樹脂として、軟化点の異なる2種の樹脂、高軟化点の樹脂（樹
脂Ｈ）と低軟化点の樹脂（樹脂Ｌ）を含有する。
【００１５】
　樹脂Ｈの軟化点は、トナーの耐高温オフセット性を向上させる観点、及び低温低湿下で
のスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、140℃以上であり、好
ましくは145℃以上、より好ましくは150℃以上である。また、トナーの低温定着性を向上
させる観点から、170℃以下であり、好ましくは160℃以下、より好ましくは155℃以下で
ある。
【００１６】
　樹脂Ｈは、トナーの耐高温オフセット性を向上させる観点、樹脂の軟化点を高める観点
、及び低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、非
線状ポリエステルである。非線状ポリエステルとは、架橋点として作用しうる多価のモノ
マー成分、すなわち、3価以上の多価アルコール及び3価以上の多価カルボン酸成分の含有
量が、アルコール成分及びカルボン酸成分の総量中、1モル％以上のものをいう。3価以上
の多価アルコール及び3価以上の多価カルボン酸成分の含有量は、アルコール成分及びカ
ルボン酸成分の総量中、好ましくは3モル％以上、より好ましくは5モル％以上である。ま
た、トナーの低温定着性を向上させる観点から、好ましくは25モル％以下、より好ましく
は20モル％以下である。
【００１７】
　樹脂Ｌの軟化点は、トナーの耐高温オフセット性を向上させる観点、及び低温低湿下で
のスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、85℃以上であり、好ま
しくは88℃以上である。また、トナーの低温定着性を向上させる観点、及び低温低湿下で
のスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、95℃以下であり、好ま
しくは93℃以下、より好ましくは92℃以下である。
【００１８】
　樹脂Ｌは、トナーの低温定着性及び耐高温オフセット性を向上させる観点、離型剤、着
色剤及び荷電制御剤の結着樹脂中での分散性を向上させる観点、及び低温低湿下でのスジ
の発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、線状ポリエステルである。線
状ポリエステルとは、架橋点として作用しうる多価のモノマー成分、すなわち、3価以上
の多価アルコール及び3価以上の多価カルボン酸成分の含有量が、アルコール成分及びカ
ルボン酸成分の総量中、1モル％未満のものをいい、3価以上の多価モノマーは実質的に含
まれないことが好ましい。
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【００１９】
　樹脂Ｌのピークトップ分子量は、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの
発生を抑制する観点から、6000以上であり、好ましくは6500以上である。また、同様の観
点から、8000以下であり、好ましくは7800以下である。
【００２０】
　ピークトップ分子量とは、樹脂の分子量をゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
GPC）法により測定した際に得られるGPCプロファイルの、最高ピークのピークトップにお
ける分子量であり、実施例に記載の方法にて測定される。
　本発明は、低軟化点の樹脂Ｌの軟化点を特定の範囲にしながら、同時にピークトップ分
子量も特定の範囲に維持することに特徴がある。一般に樹脂の軟化点と分子量は相関して
いるが、これは平均分子量で考えた場合であり、分子量の主成分を示すピークトップ分子
量を指標とすれば、樹脂の軟化点と分子量とは、アルコール成分やカルボン酸成分の種類
や組成比等により独立に調整することができる。そして、本発明は、トナーの耐久性が平
均分子量よりもピークトップ分子量により制御され、軟化点とともにピークトップ分子量
が特定の範囲にあるものとすることで、トナーの耐久性が向上し、低温低湿下でのスジの
発生や高温高湿下でのカブリの発生が抑制されるトナーとすることができたものである。
【００２１】
　ポリエステルは、アルコール成分とカルボン酸成分とを重縮合することにより得られる
。
【００２２】
　2価のアルコールとしては、炭素数2以上20以下、好ましくは炭素数2以上15以下のジオ
ールや、式(I)：
【００２３】
【化１】

【００２４】
（式中、ＲＯ及びＯＲはオキシアルキレン基であり、Ｒはエチレン及び／又はプロピレン
基であり、ｘ及びｙはアルキレンオキサイドの平均付加モル数を示し、それぞれ正の数で
あり、ｘとｙの和の平均値は好ましくは1以上、より好ましくは1.5以上であり、また、好
ましくは16以下、より好ましくは8以下、さらに好ましくは4以下である。）
で表されるビスフェノールＡのアルキレンオキサイド付加物等が挙げられる。炭素数2以
上20以下の2価のアルコールとして、具体的には、エチレングリコール、1,2-プロパンジ
オール、1,3-プロパンジオール、1,4-ブタンジオール、1,6-ヘキサンジオール、ビスフェ
ノールＡ、水素添加ビスフェノールＡ等が挙げられる。
【００２５】
　アルコール成分としては、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を
抑制する観点から、式(I)で表されるビスフェノールＡのアルキレンオキサイド付加物が
好ましい。式(I)で表されるビスフェノールＡのアルキレンオキサイド付加物の含有量は
、アルコール成分中、好ましくは50モル％以上、より好ましくは70モル％以上、さらに好
ましくは90モル％以上、さらに好ましくは実質的に100モル％、さらに好ましくは100モル
％である。
【００２６】
　3価以上のアルコールとしては、炭素数3以上20以下、好ましくは炭素数3以上10以下の3
価以上の多価アルコール等が挙げられる。具体的には、ソルビトール、1,4-ソルビタン、
ペンタエリスリトール、グリセロール、トリメチロールプロパン等が挙げられる。
【００２７】
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　2価のカルボン酸化合物としては、例えば、炭素数3以上30以下、好ましくは炭素数3以
上20以下、より好ましくは炭素数3以上10以下のジカルボン酸、及びそれらの酸無水物、
炭素数1以上3以下のアルキルエステル等の誘導体等が挙げられる。具体的には、芳香族ジ
カルボン酸化合物、脂肪族ジカルボン酸化合物等が挙げられる。芳香族ジカルボン酸化合
物としては、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸等が挙げられる。脂肪族ジカルボン
酸化合物としては、フマル酸、マレイン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、セバシ
ン酸、炭素数1以上20以下のアルキル基又は炭素数2以上20以下のアルケニル基で置換され
たコハク酸等が挙げられる。炭素数1以上20以下のアルキル基又は炭素数2以上20以下のア
ルケニル基で置換されたコハク酸の具体例としては、ドデシルコハク酸、オクテニルコハ
ク酸、テトラプロペニルコハク酸等が挙げられる。
【００２８】
　3価以上のカルボン酸化合物としては、例えば、炭素数4以上30以下、好ましくは炭素数
4以上20以下、より好ましくは炭素数4以上10以下の3価以上の多価カルボン酸、及びそれ
らの酸無水物、炭素数1以上3以下のアルキルエステル等の誘導体等が挙げられる。具体的
には、1,2,4-ベンゼントリカルボン酸（トリメリット酸）、1,2,4,5-ベンゼンテトラカル
ボン酸（ピロメリット酸）等が挙げられる。なかでも、反応性の観点から、トリメリット
酸及びその酸無水物が好ましく、トリメリット酸無水物がより好ましい。
【００２９】
　樹脂Ｈに使用される非線状ポリエステルにおけるカルボン酸成分としては、前記のよう
に、トナーの耐高温オフセット性を向上させる観点、樹脂の軟化点を高める観点、及び低
温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、3価以上の
カルボン酸化合物を含有することが好ましく、なかでも、反応性の観点から、トリメリッ
ト酸及びその酸無水物がより好ましく、トリメリット酸無水物がさらに好ましい。3価以
上のカルボン酸化合物の含有量は、カルボン酸成分中、好ましくは5モル％以上、より好
ましくは10モル％以上、さらに好ましくは15モル％以上、さらに好ましくは20モル％以上
であり、また、好ましくは50モル％以下、より好ましくは45モル％以下、さらに好ましく
は40モル％以下である。
【００３０】
　樹脂Ｈに使用される非線状ポリエステルにおける、前記3価以上のカルボン酸化合物以
外のカルボン酸成分としては、前記の芳香族ジカルボン酸化合物、脂肪族ジカルボン酸化
合物が適宜使用できる。樹脂Ｌとの混合性を向上させ低温低湿下でのスジの発生や高温高
湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、テレフタル酸、フマル酸、アジピン酸、炭素
数1以上20以下のアルキル基又は炭素数2以上20以下のアルケニル基で置換されたコハク酸
、及びそれらの酸無水物、炭素数1以上3以下のアルキルエステル等の誘導体が好ましい。
【００３１】
　樹脂Ｌに使用される線状ポリエステルにおけるカルボン酸成分としては、トナーの低温
定着性及び耐高温オフセット性を向上させる観点から、芳香族ジカルボン酸化合物を含有
することが好ましい。なかでも、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発
生を抑制する観点から、テレフタル酸、及びそれらの酸無水物、炭素数1以上3以下のアル
キルエステル等の誘導体がより好ましい。芳香族ジカルボン酸化合物の含有量は、カルボ
ン酸成分中、好ましくは50モル％以上、より好ましくは55モル％以上、さらに好ましくは
60モル％以上、さらに好ましくは65モル％以上であり、また、好ましくは90モル％以下、
より好ましくは85モル％以下、さらに好ましくは80モル％以下である。
【００３２】
　樹脂Ｌに使用される線状ポリエステルにおいては、トナーの軟化点及びピークトップ分
子量を調整する観点から、前記芳香族ジカルボン酸化合物に加えて、脂肪族ジカルボン酸
化合物を含有することが好ましい。脂肪族ジカルボン酸化合物を含有する場合、低温低湿
下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、フタル酸、アジピ
ン酸、炭素数1以上20以下のアルキル基又は炭素数2以上20以下のアルケニル基で置換され
たコハク酸、及びそれらの酸無水物、炭素数1以上3以下のアルキルエステル等の誘導体が
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好ましく、炭素数1以上20以下のアルキル基又は炭素数2以上20以下のアルケニル基で置換
されたコハク酸、及びそれらの酸無水物、炭素数1以上3以下のアルキルエステル等の誘導
体がより好ましい。脂肪族ジカルボン酸化合物の含有量は、カルボン酸成分中、好ましく
は8モル％以上、より好ましくは15モル％以上、さらに好ましくは20モル％以上であり、
また、好ましくは50モル％未満、より好ましくは45モル％以下、さらに好ましくは43モル
％以下である。
【００３３】
　なお、アルコール成分には1価のアルコールが、カルボン酸成分には1価のカルボン酸化
合物が、ポリエステルの軟化点を調整する観点から、適宜含有されていてもよい。
【００３４】
　アルコール成分とカルボン酸成分との重縮合反応は、不活性ガス雰囲気中にて、必要に
応じて、エステル化触媒、重合禁止剤等の存在下、180℃以上250℃以下の温度で行うこと
ができる。エステル化触媒としては、ジブチル錫オキシド、2-エチルヘキサン酸錫(II)等
の錫化合物、チタンジイソプロピレートビストリエタノールアミネート等のチタン化合物
等が挙げられる。エステル化触媒の使用量は、アルコール成分とカルボン酸成分の総量10
0質量部に対して、好ましくは0.01質量部以上、より好ましくは0.1質量部以上であり、ま
た、好ましくは1.5質量部以下、より好ましくは1.0質量部以下である。重合禁止剤として
はターシャリーブチルカテコールが好ましく、重合禁止剤を使用する場合の使用量は、ア
ルコール成分とカルボン酸成分の総量100質量部に対して、好ましくは0.001質量部以上、
より好ましくは0.01質量部以上であり、また、好ましくは0.5質量部以下、より好ましく
は0.1質量部以下である。
【００３５】
　ポリエステルのガラス転移温度は、樹脂Ｈの場合、トナーの耐高温オフセット性を向上
させる観点から、好ましくは55℃以上、より好ましくは60℃以上、さらに好ましくは65℃
以上である。また、トナーの低温定着性を向上させる観点から、好ましくは80℃以下、よ
り好ましくは75℃以下、さらに好ましくは73℃以下である。
【００３６】
　また、樹脂Ｌの場合、ポリエステルのガラス転移温度は、トナーの耐高温オフセット性
を向上させる観点から、好ましくは40℃以上、より好ましくは45℃以上である。また、ト
ナーの低温定着性を向上させる観点から、好ましくは55℃未満、より好ましくは50℃以下
である。
【００３７】
　ポリエステルのガラス転移温度は、アルコール成分やカルボン酸成分の種類や組成比等
によって制御することができる。
【００３８】
　ポリエステルの酸価は、トナーの帯電安定性を向上させる観点から、好ましくは1mgKOH
/g以上である。また、好ましくは40mgKOH/g以下、より好ましくは35mgKOH/g以下である。
【００３９】
　ポリエステルの酸価は、アルコール成分やカルボン酸成分の種類や組成比、触媒量等の
調整、反応温度や反応時間、反応圧力等の反応条件の選択によって制御することができる
。
【００４０】
　なお、本発明において、ポリエステルは、実質的にその特性を損なわない程度に変性さ
れたポリエステルであってもよい。変性されたポリエステルとしては、例えば、特開平１
１－１３３６６８号公報、特開平１０－２３９９０３号公報、特開平８－２０６３６号公
報等に記載の方法によりフェノール、ウレタン、エポキシ等によりグラフト化やブロック
化したポリエステルをいう。
【００４１】
　ポリエステル以外の他の結着樹脂としては、ビニル系樹脂、エポキシ樹脂、ポリカーボ
ネート、ポリウレタン等が挙げられる。



(8) JP 2015-114649 A 2015.6.22

10

20

30

40

50

【００４２】
　樹脂Ｈと樹脂Ｌの質量比（樹脂Ｈ／樹脂Ｌ）は、トナーの低温定着性及び耐高温オフセ
ット性を向上させる観点、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑
制する観点から、50/50～80/20であり、好ましくは55/45～75/25、より好ましくは60/40
～70/30である。
【００４３】
　樹脂Ｈと樹脂Ｌの総量は、結着樹脂中、90質量％以上が好ましく、95質量％以上がより
好ましく、実質的に100質量％がさらに好ましく、100質量％がさらに好ましい。
【００４４】
　離型剤は、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点か
ら、炭素数26以上28以下のα－オレフィンを含有するモノマーを重合して得られるα－オ
レフィン系重合体を含有する。
【００４５】
　α－オレフィン系重合体の原料モノマー中の炭素数26以上28以下のα－オレフィンの含
有量は、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、
95モル％以上であり、97モル％以上が好ましい。
【００４６】
　炭素数26以上28以下のα－オレフィンを95モル％以上含有するモノマーとしては、炭素
数18以上のα－オレフィンの混合体、例えば、「リニアレン26＋」（出光興産社製、主と
して炭素数26以上のα－オレフィンの混合体）を、蒸留及び／又は炭化水素溶媒に50℃以
下、好ましくは15～50℃の温度で溶解させた後、均一上澄み溶液を抽出することにより得
られたモノマーを用いることができる。
【００４７】
　上記炭化水素系溶媒としては、例えば、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶媒
、シクロペンタン、シクロヘキサン等の脂環式炭化水素溶媒、ペンタン、ヘキサン等の脂
肪族炭化水素系溶媒、クロロホルム、ジクロロメタン等のハロゲン化炭化水素系溶媒等を
用いることができる。これらの溶媒は1種又は2種以上用いてもよい。
【００４８】
　α－オレフィン系重合体は、国際公開第２００７／０６３８８５号に記載された方法に
より合成することができる。具体的には、α－オレフィンモノマーをトルエン等の芳香族
炭化水素系溶媒に溶解し、メタロセン触媒、水素を添加し、常圧～10MPa下、0～180℃の
条件にて重合させることにより得られる。
【００４９】
　本発明におけるα－オレフィン系重合体の融点は、トナーの耐高温オフセット性を向上
させる観点、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点か
ら、好ましくは60℃以上、より好ましくは64℃以上、さらに好ましくは68℃以上、さらに
好ましくは72℃以上であり、また、トナーの低温定着性を向上させる観点、低温低湿下で
のスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、好ましくは90℃以下、
より好ましくは85℃以下、さらに好ましくは80℃以下である。α－オレフィン系重合体の
融点は、後述する実施例に記載されている方法により求めることができる。
【００５０】
　α－オレフィン系重合体の100℃における溶融粘度は、トナーの耐高温オフセット性を
向上させる観点、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観
点から、好ましくは100mPa・s以上、より好ましくは120mPa・s以上、さらに好ましくは15
0mPa・s以上、さらに好ましくは180mPa・s以上、さらに好ましくは190mPa・s以上であり
、また、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、
好ましくは300mPa・s以下、より好ましくは250mPa・s以下、さらに好ましくは220mPa・s
以下である。
【００５１】
　α－オレフィン系重合体の含有量は、トナーの耐高温オフセット性を向上させる観点、
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低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、結着樹脂
100質量部に対して、0.5質量部以上であり、1質量部以上が好ましく、1.5質量部以上がよ
り好ましく、2質量部以上がさらに好ましい。また、低温低湿下でのスジの発生や高温高
湿下でのカブリの発生を抑制する観点から、結着樹脂100質量部に対して、10質量部以下
であり、8質量部以下が好ましく、6質量部以下がより好ましく、5質量部以下がさらに好
ましく、4質量部以下がさらに好ましい。
【００５２】
　α－オレフィン系重合体以外の離型剤としては、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリ
プロピレンポリエチレン共重合体、マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス
、フィッシャートロプシュワックス等の炭化水素系ワックス及びそれらの酸化物、カルナ
ウバワックス、モンタンワックス、サゾールワックス及びそれらの脱酸ワックス等のエス
テル系ワックス、脂肪酸アミド類、脂肪酸類、高級アルコール類、脂肪酸金属塩等が挙げ
られる。
【００５３】
　離型剤中のα－オレフィン系重合体の含有量は、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿
下でのカブリの発生を抑制する観点から、好ましくは50質量％以上、より好ましくは60質
量％以上、さらに好ましくは65質量％以上、さらに好ましくは80質量％以上、さらに好ま
しくは90質量％以上である。
【００５４】
　荷電制御剤としては、負帯電性荷電制御剤、正帯電性荷電制御剤のいずれも用いること
ができる。
【００５５】
　負帯電性荷電制御剤としては、含金属アゾ染料、銅フタロシアニン染料、サリチル酸の
アルキル誘導体の金属錯体、ニトロイミダゾール誘導体、ベンジル酸ホウ素錯体等が挙げ
られる。含金属アゾ染料としては、例えば「バリファーストブラック3804」、「ボントロ
ンS-28」、「ボントロンS-31」、「ボントロンS-32」、「ボントロンS-34」、「ボントロ
ンS-36」（以上、オリヱント化学工業社製）、「T-77」、「アイゼンスピロンブラックTR
H」（以上、保土谷化学工業社製）等が挙げられる。サリチル酸のアルキル誘導体の金属
錯体としては、例えば「ボントロンE-81」、「ボントロンE-82」、「ボントロンE-84」、
「ボントロンE-85」、「ボントロンE-304」（以上、オリヱント化学工業社製）等が挙げ
られる。ベンジル酸ホウ素錯体としては、例えば、「LR-147」（日本カーリット社製）等
が挙げられる。
【００５６】
　正帯電性荷電制御剤としては、ニグロシン染料、トリフェニルメタン系染料、4級アン
モニウム塩化合物、ポリアミン樹脂、イミダゾール誘導体等が挙げられる。ニグロシン染
料としては、例えば「ニグロシンベースEX」、「オイルブラックBS」、「オイルブラック
SO」、「ボントロンN-01」、「ボントロンN-07」、「ボントロンN-09」、「ボントロンN-
11」（以上、オリヱント化学工業社製）等が挙げられる。トリフェニルメタン系染料とし
ては、例えば3級アミンを側鎖として含有するトリフェニルメタン系染料が挙げられる。4
級アンモニウム塩化合物としては、例えば「ボントロンP-51」、「ボントロンP-52」（以
上、オリヱント化学工業社製）、「TP-415」（保土谷化学工業社製）、セチルトリメチル
アンモニウムブロミド、「COPY CHARGE PXVP435」「COPY CHARGE PSY」（以上、クラリア
ント社製）等が挙げられる。ポリアミン樹脂としては、例えば「AFP-B」（オリヱント化
学工業社製）等が挙げられる。イミダゾール誘導体としては、例えば「PLZ-2001」、「PL
Z-8001」（以上、四国化成社製）等が挙げられる。
【００５７】
　荷電制御剤の含有量は、トナーの帯電安定性を向上させる観点から、結着樹脂100質量
部に対して、0.2質量部以上が好ましく、0.5質量部以上がより好ましく、また、5質量部
以下が好ましく、3質量部以下がより好ましい。
【００５８】
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　着色剤としては、トナー用着色剤として用いられている染料、顔料等のすべてを使用す
ることができ、カーボンブラック、フタロシアニンブルー、パーマネントブラウンFG、ブ
リリアントファーストスカーレット、ピグメントグリーンB、ローダミン－Bベース、ソル
ベントレッド49、ソルベントレッド146、ソルベントブルー35、キナクリドン、カーミン6
B、イソインドリン、ジスアゾエロー等を用いることができ、本発明のトナーは、黒トナ
ー、カラートナーのいずれであってもよい。
【００５９】
　着色剤の含有量は、結着樹脂100質量部に対して、トナーの画像濃度を向上させる観点
から、1質量部以上が好ましく、2質量部以上がより好ましい。また、トナーの生産性を向
上させる観点から、20質量部以下が好ましく、10質量部以下がより好ましく、5質量部以
下がさらに好ましい。
【００６０】
　本発明のトナーは、さらに、磁性粉、流動性向上剤、導電性調整剤、繊維状物質等の補
強充填剤、酸化防止剤、老化防止剤、クリーニング性向上剤等の添加剤が適宜含有してい
てもよい。
【００６１】
　本発明のトナーは、溶融混練法、乳化凝集法、重合法等の従来より公知のいずれの方法
によって得られたトナーであってもよいが、生産性の観点から、溶融混練法による粉砕ト
ナーが好ましい。従って、本発明のトナーの製造方法は、結着樹脂、離型剤及び荷電制御
剤を含むトナー成分を、溶融混練して溶融混練物を得る工程を含む方法が好ましく、具体
的には、結着樹脂、離型剤、荷電制御剤及び必要に応じて着色剤等の添加剤を含むトナー
成分をヘンシェルミキサー等の混合機で均一に混合した後、溶融混練し、冷却後、粉砕、
分級を行ってトナーを製造することができる。
【００６２】
　トナー成分の溶融混練には、密閉式ニーダー、1軸もしくは2軸の押出機、オープンロー
ル型混練機等の公知の混練機を用いて行うことができる。溶融混練時の温度を低減し、ト
ナーの低温定着性及び耐熱保存性を向上させる観点、及び混練の繰り返しや分散助剤の使
用をしなくても、結着樹脂に離型剤及び荷電制御剤等のトナー成分を効率よく高分散させ
ることができる観点から、2軸混練機を用いることが好ましい。
【００６３】
　2軸混練機とは、2本の混練軸をバレルが覆い隠す閉鎖型の混練機であり、軸の回転方向
が同方向に回転できるタイプが好ましい。市販品としては、トナーの生産性を向上させる
観点から高速での2軸の噛み合わせが良好な、池貝鉄工社製二軸押出機PCMシリーズが好ま
しい。
【００６４】
　結着樹脂、着色剤、荷電制御剤、必要に応じて用いられる離型剤等の添加剤を含むトナ
ー成分は、あらかじめヘンシェルミキサー、ボールミル等の混合機で混合した後、混練機
に供給することが好ましい。
【００６５】
　2軸混練機での溶融混練は、バレル設定温度（押出機内部壁面の温度）、2軸の軸回転の
周速、及び原料供給速度を調整することで行う。バレル設定温度は、離型剤及び荷電制御
剤等の結着樹脂中での分散性を向上させる観点、及びトナーの生産性を向上させる観点か
ら、好ましくは80℃以上、より好ましくは90℃以上であり、好ましくは140℃以下、より
好ましくは120℃以下である。
【００６６】
　2軸の軸回転の周速は、離型剤及び荷電制御剤等の結着樹脂中での分散性を向上させる
観点、及びトナーの生産性を向上させる観点から、0.1m/sec以上、1m/sec以下が好ましい
。
【００６７】
　2軸混練機への原料供給速度は、使用する混練機の許容能力と、上記のバレル設定温度
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及び軸回転の周速に応じて適宜調整する。
 
【００６８】
　得られた溶融混練物を、粉砕が可能な程度に冷却した後、粉砕し、分級することが好ま
しい。
【００６９】
　粉砕工程は、多段階に分けて行ってもよい。例えば、樹脂混練物を、1～5mm程度に粗粉
砕した後、さらに所望の粒径に微粉砕してもよい。
【００７０】
　粉砕工程に用いられる粉砕機は特に限定されないが、例えば、粗粉砕に好適に用いられ
る粉砕機としては、ハンマーミル、アトマイザー、ロートプレックス等が挙げられる。ま
た、微粉砕に好適に用いられる粉砕機としては、流動層式ジェットミル、衝突板式ジェッ
トミル、回転型機械式ミル等が挙げられる。粉砕効率の観点から、流動層式ジェットミル
、及び衝突板式ジェットミルを用いることが好ましく、流動層式ジェットミルを用いるこ
とがより好ましい。
【００７１】
　分級工程に用いられる分級機としては、ロータ式分級機、気流式分級機、慣性式分級機
、篩式分級機等が挙げられる。分級工程の際、粉砕が不十分で除去された粉砕物は再度粉
砕工程に供してもよく、必要に応じて粉砕工程と分級工程を繰り返してもよい。
【００７２】
　本発明のトナーには、トナーの帯電性や流動性、及び転写性を向上させる観点から、外
添剤が添加されていてもよい。外添剤としては、シリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニ
ア、酸化錫、及び酸化亜鉛等の無機粒子や、メラミン系樹脂微粒子、ポリテトラフルオロ
エチレン樹脂微粒子等の樹脂粒子等の有機微粒子が挙げられる。2種以上を併用してもよ
い。これらの中では、シリカが好ましく、トナーの転写性を向上させる観点から、疎水化
処理された疎水性シリカであるのがより好ましい。
【００７３】
　外添剤の個数平均粒径は、トナーの帯電性や流動性、及び転写性を向上させる観点から
、10nm以上が好ましく、15nm以上がより好ましく、また、250nm以下が好ましく、200nm以
下がより好ましく、90nm以下がさらに好ましい。
【００７４】
　外添剤の含有量は、トナーの帯電性や流動性、及び転写性を向上させる観点から、外添
剤で処理する前のトナー粒子（トナー母粒子）100質量部に対して、0.05質量部以上が好
ましく、0.1質量部以上がより好ましく、0.3質量部以上がさらに好ましい。また、5質量
部以下が好ましく、4質量部以下がより好ましく、3質量部以下がさらに好ましい。
【００７５】
　トナー母粒子と外添剤との混合には、回転羽根等の攪拌具を備えた混合機を用いること
が好ましく、ヘンシェルミキサー、スーパーミキサー等の高速混合機が好ましく、ヘンシ
ェルミキサーがより好ましい。
【００７６】
　本発明のトナーの体積中位粒径（Ｄ50）は、トナーの画像品質を向上させる観点から、
3μm以上が好ましく、4μm以上がより好ましく、6μm以上がさらに好ましい。また、15μ
m以下が好ましく、12μm以下がより好ましく、9μm以下がさらに好ましい。なお、本明細
書において、体積中位粒径（Ｄ50）とは、体積分率で計算した累積体積頻度が粒径の小さ
い方から計算して50％になる粒径を意味する。また、トナーを外添剤で処理している場合
には、トナー母粒子の体積中位粒径をトナーの体積中位粒径とする。
【００７７】
　本発明のトナーは、そのまま一成分現像用トナーとして、又はキャリアと混合して用い
られる二成分現像用トナーとして、それぞれ一成分現像方式又は二成分現像方式の画像形
成装置に用いることができる。
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【実施例】
【００７８】
〔樹脂の軟化点〕
　フローテスター「CFT-500D」（島津製作所社製）を用い、1gの試料を昇温速度6℃/min
で加熱しながら、プランジャーにより1.96MPaの荷重を与え、直径1mm、長さ1mmのノズル
から押し出す。温度に対し、フローテスターのプランジャー降下量をプロットし、試料の
半量が流出した温度を軟化点とする。
【００７９】
〔樹脂のガラス転移温度〕
　示差走査熱量計「DSC210」（セイコー電子工業社製）を用いて、試料0.01～0.02gをア
ルミパンに計量し、200℃まで昇温し、その温度から降温速度10℃/minで-10℃まで冷却す
る。次に試料を昇温速度10℃/minで昇温し測定する。吸熱の最高ピーク温度以下のベース
ラインの延長線とピークの立ち上がり部分からピークの頂点までの最大傾斜を示す接線と
の交点の温度をガラス転移温度とする。
【００８０】
〔樹脂の酸価〕
　JIS K0070の方法に基づき測定する。但し、測定溶媒のみJIS K0070の規定のエタノール
とエーテルの混合溶媒から、アセトンとトルエンの混合溶媒（アセトン：トルエン＝1:1
（容量比)）に変更する。
【００８１】
〔樹脂のピークトップ分子量（Mpt）〕
　以下に示す、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（GPC）法により樹脂の分子量
を測定する。
（１）試料溶液の調製
　濃度が0.04g/10mLになるように、トナーをテトラヒドロフランに溶解させる。ついで、
この溶液をポアサイズ0.45μmのフッ素樹脂フィルター「DISMIC-25JP」（アドバンテック
社製）を用いて濾過して不溶解成分を除き、試料溶液とする。
（２）分子量測定
　下記の測定装置と分析カラムを用い、溶離液としてテトラヒドロフランを、毎分1mLの
流速で流し、40℃の恒温槽中でカラムを安定させる。そこに試料溶液100μLを注入して測
定を行う。試料の分子量は、あらかじめ作製した検量線に基づき算出する。このときの検
量線には、数種類の単分散ポリスチレン(東ソー社製のA-500(5.0×102)、A-1000(1.01×1
03)、A-2500(2.63×103)、A-5000(5.97×103)、F-1(1.02×104)、F-2(1.81×104)、F-4(3
.97×104)、F-10(9.64×104)、F-20(1.90×105)、F-40(4.27×105)、F-80(7.06×105)、F
-128(1.09×106))を標準試料として作成したものを用いる。
　測定装置：HLC-8220GPC（東ソー社製）
　分析カラム：GMHXL＋G3000HXL（東ソー社製）
得られるGPCプロファイルの、最高ピークのピークトップにおける分子量をピークトップ
分子量として算出する。
【００８２】
〔離型剤の融点〕
　示差走査熱量計「DSC210」（セイコー電子工業社製）を用いて、試料0.01～0.02gをア
ルミパンに計量し、200℃まで昇温し、その温度から降温速度10℃/minで0℃まで冷却する
。次に試料を昇温速度10℃/minで180℃まで昇温し測定する。そこで得られる融解吸熱カ
ーブから観察される吸熱の最高ピーク温度を離型剤の融点とする。
【００８３】
〔離型剤の溶融粘度〕
　ブルックフィールド法によりＢ型粘度計(日本ＳＴジョンソン社製 LVT)を用いて測定を
行い、測定試料を加熱し、離型剤の溶融温度以上の温度である100℃において測定する。
【００８４】
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〔外添剤の個数平均粒径〕
　走査型電子顕微鏡(SEM)写真から500個の粒子の粒径(長径と短径の平均値)を測定し、そ
れらの平均値を個数平均粒径とする。
【００８５】
〔トナーの体積中位粒径〕
測定機：コールターマルチサイザーII（ベックマンコールター社製）
アパチャー径：100μm
解析ソフト：コールターマルチサイザーアキュコンプ バージョン 1.19（ベックマンコー
ルター社製）
電解液：アイソトンII（ベックマンコールター社製）
分散液：エマルゲン109P（花王社製、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、HLB：13.6
）を5質量％の濃度となるよう前記電解液に溶解させる。
分散条件：前記分散液5mlに測定試料10mgを添加し、超音波分散機にて1分間分散させ、そ
の後、前記電解液25mlを添加し、さらに、超音波分散機にて1分間分散させて、試料分散
液を調製する。
測定条件：前記電解液100mlに、3万個の粒子の粒径を20秒間で測定できる濃度となるよう
に、前記試料分散液を加え、3万個の粒子を測定し、その粒度分布から体積中位粒径（Ｄ5

0）を求める。
【００８６】
樹脂製造例１〔樹脂Ａ〕
　表１に示す無水トリメリット酸以外の原料モノマー、及びターシャリーブチルカテコー
ル5gを、窒素導入管、脱水管、攪拌器及び熱電対を装備した5リットル容の四つ口フラス
コに入れ、窒素雰囲気下、180℃に昇温し、210℃まで10℃/hrの昇温速度にて段階昇温を
行い、210℃にて3時間反応させた後、8kPaにて1時間反応を行った。次に、常圧（101.3kP
a）に戻し、無水トリメリット酸を投入し、常圧で1時間反応させた後、20kPaにて所望の
軟化点に達するまで反応を行い、樹脂を得た。得られた樹脂の物性を表１に示す。
【００８７】
樹脂製造例２〔樹脂Ｂ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｉ、Ｊ、Ｍ、Ｎ、Ｏ〕
　表１に示す原料モノマー、及び2-エチルヘキサン酸錫(II)40gを、窒素導入管、脱水管
、攪拌器及び熱電対を装備した5リットル容の四つ口フラスコに入れ、窒素雰囲気下、235
℃に昇温して反応率が80％に到達するまで反応を行った後、8kPaにて所望の軟化点に達す
るまで反応を行い、樹脂を得た。得られた樹脂の物性を表１に示す。なお、反応率とは、
生成反応水量/理論生成水量×100の値をいう。
【００８８】
樹脂製造例３〔樹脂Ｃ、Ｄ〕
　表１に示す無水トリメリット酸以外の原料モノマー、及び2-エチルヘキサン酸錫(II)40
gを、窒素導入管、脱水管、攪拌器及び熱電対を装備した5リットル容の四つ口フラスコに
入れ、窒素雰囲気下、235℃に昇温して反応率が80％に到達するまで反応を行った後、8kP
aにて1時間反応を行った。次に、210℃まで温度を下げて常圧（101.3kPa）に戻し、無水
トリメリット酸を投入し、210℃、常圧で1時間反応させた後、15kPaにて所望の軟化点に
達するまで反応を行い、樹脂を得た。得られた樹脂の物性を表１に示す。
【００８９】
樹脂製造例４〔樹脂Ｋ〕
　表１に示すフマル酸以外の原料モノマー、及び2-エチルヘキサン酸錫(II)40gを、窒素
導入管、脱水管、攪拌器及び熱電対を装備した5リットル容の四つ口フラスコに入れ、窒
素雰囲気下、235℃に昇温して反応率が80％に到達するまで反応を行った後、8kPaにて1時
間反応を行った。次に、180℃に温度を下げて常圧（101.3kPa）に戻し、フマル酸及びタ
ーシャリーブチルカテコール5gを投入し、210℃まで10℃/hrの昇温速度にて段階昇温を行
い、210℃、常圧で2時間反応させた後、8kPaにて所望の軟化点に達するまで反応を行い、
樹脂を得た。得られた樹脂の物性を表１に示す。
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【００９０】
【表１】
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【００９１】
〔α-オレフィン重合体製造例１（離型剤１）〕
　「リニアレン26＋」（出光興産社製、主として炭素数26以上のα－オレフィンの混合体
）を減圧下（0.1kPa）で蒸留し、留出温度200～300℃の留分であるモノマーＡを得た。こ
の留分の組成比は、C（炭素数、以下同様）24：1モル％、C26：59モル％、C28：38モル％
、C30：2モル％であった。
【００９２】
　次に、窒素雰囲気下で、モノマーＡ及びトルエンを、乾燥窒素及び活性アルミナにて脱
水処理した後、室温（25℃）にて、均一な上澄み溶液を抽出し、モノマーＡのトルエン溶
液（濃度23質量％）を得た。
【００９３】
　加熱乾燥した内容積200mlのシュレンク瓶に、得られたモノマーＡのトルエン溶液50ml
を入れ、トリイソブチルアルミニウム0.5mmol、(1,2’-ジメチルシリレン)(2,1’-ジメチ
ルシリレン)ビス(3-トリメチルシリルメチルインデニル)ジルコニウムジクロライド2μmo
l及びジメチルアニリニウムテトラキスペンタフルオロフェニルボレート8μmolを加え、8
5℃で水素を0.15MPa張り込み、60分間重合した。重合反応終了後、沈殿した反応物を室温
（25℃）で分離し、トルエン及びアセトンにて洗浄した後、加熱・減圧下で、乾燥処理す
ることにより、α－オレフィン共重合体（離型剤１）を得た。得られた離型剤１の融点は
76℃、100℃における溶融粘度は200mPa・sであった。
【００９４】
〔α-オレフィン重合体製造例２（離型剤２）〕
　「リニアレン26＋」を減圧下（0.1kPa）で蒸留し、留出温度190～250℃の留分であるモ
ノマーＢを得た。この留分の組成比は、C24：32モル％、C26：43モル％、C28：18モル％
、C30：7モル％であった。
【００９５】
　次に、窒素雰囲気下で、モノマーＢ及びトルエンを、乾燥窒素及び活性アルミナにて脱
水処理した後、室温(25℃)にて、均一な上澄み溶液を抽出し、モノマーＢのトルエン溶液
（濃度23質量％）を得た。
【００９６】
　加熱乾燥した内容積200mlのシュレンク瓶に、得られたモノマーＢのトルエン溶液50ml
を入れ、トリイソブチルアルミニウム0.5mmol、(1,2’-ジメチルシリレン)(2,1’-ジメチ
ルシリレン)ビス(3-トリメチルシリルメチルインデニル)ジルコニウムジクロライド2μmo
l及びジメチルアニリニウムテトラキスペンタフルオロフェニルボレート8μmolを加え、
室温下で180分間重合した。重合反応終了後、沈殿した反応物を室温(25℃)で分離し、ト
ルエン及びアセトンにて洗浄した後、加熱・減圧下で、乾燥処理することにより、α－オ
レフィン共重合体（離型剤２）を得た。得られた離型剤２の融点は65℃、100℃における
溶融粘度は180mPa・sであった。
【００９７】
〔α-オレフィン重合体製造例３（離型剤３）〕
　「リニアレン2024」（出光興産社製、主として炭素数18～26のα－オレフィンの混合体
）を減圧下（0.27～2.00kPa）で蒸留し、留出温度180～220℃の留分であるモノマーＣを
得た。この留分の組成比は、C20：1モル％、C22：67モル％、C24：31モル％、C26：1モル
％であった。
【００９８】
　加熱乾燥した1lのオートクレーブに、得られたモノマーＣを2.8kg、ヘプタン4lを入れ
、共重合温度60℃まで昇温した後、トリイソブチルアルミニウム5mmol、(1,2’-ジメチル
シリレン)(2,1’-ジメチルシリレン)ビス(3-トリメチルシリルメチルインデニル)ジルコ
ニウムジクロライド20μmol及びジメチルアニリニウムテトラキスペンタフルオロフェニ
ルボレート40μmolを加え、水素0.1MPaを導入し、8時間共重合した。共重合反応終了後、
反応物を室温(25℃)でアセトンにて沈殿させ分離し、加熱・減圧下で、乾燥処理すること
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により、α－オレフィン共重合体（離型剤３）を得た。得られた離型剤３の融点は62℃、
100℃における溶融粘度は130mPa・sであった。
【００９９】
【表２】

【０１００】
実施例１、３～１１及び比較例１～１２
　表３に示す結着樹脂及び離型剤と、負帯電性荷電制御剤「T-77」（保土ヶ谷化学工業社
製）1.0質量部、及びカーボンブラック「Mogul-L」（キャボット・スペシャリティー・ケ
ミカルズ・インク社製）4.0質量部をヘンシェルミキサーにて1分間撹拌混合後、以下に示
す条件で溶融混練した。
【０１０１】
　同方向回転二軸押出機PCM-30（池貝鉄工社製）を使用した。同方向回転二軸押出機の運
転条件は、バレル設定温度100℃、軸回転数 200r/min（軸の回転の周速 0.30m/sec）、混
合物供給速度 10kg/hrであった。
　得られた樹脂混練物を冷却し、IDS粉砕・分級機（日本ニューマチック社製）を用いて
体積中位粒径（Ｄ50）が7.5μmになるように粉砕・分級を行い、トナー母粒子を得た。
【０１０２】
　得られたトナー母粒子100質量部と、外添剤として疎水性シリカ「RY50」(日本アエロジ
ル社製、個数平均粒径 40nm)1.0質量部、疎水性シリカ「R972」(日本アエロジル社製、個
数平均粒子径 16nm)0.5質量部をヘンシェルミキサーにて3分間混合して、トナーを得た。
【０１０３】
実施例２
　表３に示す結着樹脂及び離型剤と、負帯電性荷電制御剤「LR-147」（日本カーリット社
製）1.0質量部、及び銅フタロシアニン顔料「ECB-301」（大日精化社製）4.0質量部をヘ
ンシェルミキサーにて1分間撹拌混合後、実施例１と同様に溶融混練、粉砕・分級を行い
、トナー母粒子を得た。
【０１０４】
　得られたトナー母粒子100質量部と、外添剤として疎水性シリカ「RY50」(日本アエロジ
ル社製、平均粒子径40nm)1.0質量部、疎水性シリカ「R972」(日本アエロジル社製、平均
粒子径16nm)0.5質量部をヘンシェルミキサーにて3分間混合して、トナーを得た。
【０１０５】
試験例１〔低温定着性〕
　非磁性一成分現像装置「OKI MICROLINE 5400」(沖データ社製)にトナーを実装し、トナ
ー付着量を0.50mg/cm2に調整して、20mm×30mmのベタ画像を「Color Copy90紙」（富士ゼ
ロックスオフィスサプライ社製）に印字した。定着機を通過する前にベタ画像を取りだし
て未定着画像を得た。得られた未定着画像を有する用紙を非磁性一成分現像装置「OKI CO
REFIDO B431dn」(沖データ社製)の定着機を改造した外部定着機にて、定着ロール温度を1
30℃に設定し、120mm/secの定着速度で定着させた。その後、定着ロール温度を135℃に設
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像の定着処理を行ない、定着画像を得た。
　底面が50φである1000gの重りに白紙「L紙」（Xerox社製）を巻き付け、このおもりを
、各定着温度で得られた画像部分に置き、画像部分の幅にて5往復させ、擦り前後の画像
濃度を画像濃度測定器「SPM-50」（Gretag社製）を用いて測定し、擦り前後の比率（［擦
り後の画像濃度／擦り前の画像濃度］×100）が最初に90％を超える定着ロールの温度を
最低定着温度とし、低温定着性の指標とした。値が小さいほど低温定着性に優れる。結果
を表３に示す。
【０１０６】
試験例２〔耐高温オフセット性〕
　非磁性一成分現像装置「OKI MICROLINE 5400」(沖データ社製)にトナーを実装し、トナ
ー付着量を0.50mg/cm2に調整して、20mm×30mmのベタ画像を「Color Copy90紙」（富士ゼ
ロックスオフィスサプライ社製）に印字した。定着機を通過する前にベタ画像を取りだし
て未定着画像を得た。得られた未定着画像を有する用紙を非磁性一成分現像装置「OKI CO
REFIDO B431dn」(沖データ社製)の定着機を改造した外部定着機にて、定着ロール温度を1
30℃に設定し、120mm/secの定着速度で定着させた。その後、定着ロール温度を135℃に設
定し、同等の操作を行った。これを230℃まで5℃ずつ上昇させながら行った。
　得られた130℃～230℃の定着画像を目視で確認し、ホットオフセットの発生が見られな
い定着ロールの最高温度を最高定着温度とした。結果を表３に示す。表中、「230＜」は
、230℃の定着画像でも、ホットオフセットの発生が見られなかったことを示す。
【０１０７】
試験例３〔低温低湿環境(LL)でのスジ〕
　非磁性一成分現像装置「OKI COREFIDO B431dn」を改造したプリンターにトナーを充填
し、印字率2％の文字画像を、Ａ４サイズ(210mm×297mm)の用紙に、低温低湿（10℃・20
％）の環境下で9000枚連続印刷する際に、1000枚印刷毎に、現像ローラー表面のスジの発
生状況を目視で観察し、初めてスジの発生が認められた枚数を1000で割り１引いた数値を
スジ抑制の指標とした。すなわち、6000枚印刷した時に初めてスジの発生が認められた場
合には、(6000/1000)-1=「5」となる。数値が大きいほどスジの抑制に優れる。結果を表
３に示す。表中、「9」は、9000枚印刷してもスジの発生が認められなかったことを示す
。
【０１０８】
試験例４〔高温高湿環境(HH)でのカブリ〕
　非磁性一成分現像装置「OKI COREFIDO B431dn」を改造したプリンターにトナーを充填
し、印字率2％の文字画像を、Ａ４サイズ(210mm×297mm)の用紙に、高温高湿（32℃・85
％）の環境下で9000枚連続印刷する際に、1000枚印刷毎に、白紙が通紙途中にある有機感
光体(OPC)上のトナーをメンディングテープに付着させ、画像濃度測定器「SPM-50」（Gre
tag社製）を用いて着色濃度を測定し、トナーを付着させる前のメンディングテープ自身
の着色濃度との差を求め、初めて着色濃度の差が0.05以上になる枚数を1000で割り１引い
た数値をカブリ抑制の指標とした。すなわち、6000枚印刷した時に初めてカブリの発生が
認められた場合には、(6000/1000)-1=「5」となる。数値が大きいほどカブリの抑制に優
れる。結果を表３に示す。表中、「9」は、9000枚印刷してもカブリの発生が認められな
かったことを示す。
【０１０９】
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【表３】

【０１１０】
　以上の結果より、実施例１～１１のトナーは、比較例１～１２のトナーと比べて、低温
定着性、耐高温オフセット性のいずれにも優れ、低温低湿下でのスジの発生や高温高湿下
でのカブリの発生が抑制されることが分かる。
【産業上の利用可能性】
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【０１１１】
　本発明のトナーは、電子写真法、静電記録法、静電印刷法等において形成される潜像の
現像等に好適に用いられる。
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